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建設投資の減少に伴う労
働需給の緩和により下降 10年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた
　被災三県における単価引き上げ措置を実施

基本給相当額
（日額相当）

基準内手当
（日額相当）

臨時の給
与の日額
換算

（賞与等）

実物
給与

（食事等）

含まれな
い手当等

（超過勤
務手当
等）

法定
福利費

（個人負担分）

労働者本人が受け
取るべき賃金
（≒労務単価）

この他に事業主が
支払う人件費
（必要経費）

法定
福利費

（事業主負担分）

新単価の加重平均 21,084円（100%）

労務
管理
費等

現場作業に
かかる経費

（安全管理費等）

8,644円（41%）

4,849円（23%） 3,795円（18%）

労務単価が21,084円（100%）の場合
には、事業主が労働者一人の雇用に
必要な経費は、29,728円（141%）に
なることに留意が必要

約15～16%

15～16%

資格取得で
報奨金が
もらえます。

CCUS

技
能
労
働
者
の
賃
金
確
保
と
処
遇
改
善

国
土
交
通
省
は
令
和
四
年
二

月
十
八
日
に
、
今
年
三
月
か
ら

の
「
公
共
工
事
設
計
労
務
単

価
」
を
公
表
し
ま
し
た
。
全
職

種
平
均
で
、
前
年
比
二
・
五

パ
ー
セ
ン
ト
増
と
、
十
年
連
続

の
引
き
上
げ
で
最
高
値
を
更
新

し
ま
し
た
。
平
成
十
年
と
比
較

す
る
と
、
五
七
・
四
パ
ー
セ
ン

ト
の
上
昇
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
適
正
な
賃
金
水
準
と

社
会
保
険
加
入
な
ど
の
処
遇
改

善
を
進
め
る
こ
と
が
、
建
設
技

能
者
、
特
に
若
年
入
職
者
の
確

保
・
育
成
に
極
め
て
重
要
と
さ

れ
て
い
る
か
ら
で
す
。

ま
た
、
建
設
技
能
者
の
担
い

手
確
保
の
立
場
か
ら
「
技
能
労

働
者
の
適
切
な
賃
金
水
準
確

保
」
を
各
自
治
体
、
業
界
団
体
、

大
手
建
設
会
社
等
へ
通
知
し
て

い
ま
す
。
①
元
請
に
対
し
技
能

者
の
隅
々
ま
で
適
切
な
水
準
賃

金
が
い
き
わ
た
る
よ
う
最
大
限

つ
と
め
る
こ
と
、
②
適
正
価
格

で
の
下
請
契
約
の
徹
底
、
③
法

定
福
利
費
の
適
切
な
支
払
い
と

社
会
保
険
へ
の
加
入
徹
底
に
関

す
る
指
導
、
④
建
設
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
よ

る
技
術
者
の
処
遇
改
善
へ
の
協

力
等
を
要
請
し
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
賃
金
実
態
調
査
か
ら
も

わ
か
る
よ
う
に
全
国
総
じ
て
現

場
の
実
情
と
は
か
い
離
し
た
賃

金
の
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

組
合
で
は
賃
金
運
動
を
進
め

る
上
で
、
組
合
員
の
賃
金
や
就

労
環
境
に
つ
い
て
の
賃
金
実
態

調
査
を
行
い
、
集
計
内
容
を
全

建
総
連
と
共
有
し
次
年
度
の
賃

金
運
動
の
資
料
と
し
な
が
ら
、

支
部
の
各
種
会
議
か
ら
意
見
を

持
ち
寄
り
、
本
部
執
行
委
員
会

で
、
基
本
賃
金
（
現
行
賃
金
）

を
決
定
し
て
い
ま
す
。
決
定
し

た
基
本
賃
金
額
に
つ
い
て
、
建

設
技
能
者
の
生
活
を
守
る
た
め
、

設
計
労
務
単
価
と
の
か
い
離
を

な
く
す
た
め
、
組
合
員
、
業
界

団
体
、
そ
し
て
一
般
市
民
な
ど

広
く
理
解
を
求
め
る
運
動
を
展

開
し
て
い
ま
す
。

公共工事設計労務単価
10年連続引上げで最高値更新

全全建建総総連連技技能能者者育育成成基基金金制制度度
全建総連は、組合員の資格取得による技術・技能の向上、

技能者育成を支援することを目的に技能者育成基金制度を創
設。2018年4月から資格取得による報奨金制度を実施。
「資格取得報奨金制度」では、取得した資格に応じ2千～
1万円を全建総連から申請者（組合）を通じて組合員の方々
へ支給されます（対象資格は下表を参照）。

◎申請方法
①資格取得報奨金制度申請書（※要印鑑持参）
②資格取得を証明する書類（合格証書、修了証明書等）
以上を組合（各支部事務所）へ提出して申請を行って下さい。

◎申請時の注意点
・受講時に組合員であること。
・2018年4月1日以降に新たに合格した資格であること。
・組合費等の滞納（3ヶ月以上）がないこと。
・申請期限は資格取得から3年以内。

■対象資格
区分1：10，000円
一級建築士、設備設計一級建築士、構造設計一級建築士、単一等級技能士、一級技能士（※1）、
一級施工管理技士、第一種電気工事士、電気主任技術者（第一種、第二種）、電気通信主任技術
者、給水装置工事主任技術者、登録基幹技能者（全職種）

区分2：5，000円
二級建築士、木造建築士、二級技能士（32職種）、二級施工管理技士、第二種電気工事士、電気
主任技術者（第三種）、電気通信工事担当者、職業訓練指導員免許（33科）
測量士、建築設備士、消防設備士、建築仕上改修施工監理技術者、道路標識点検診断士、発破
技士、火薬類取扱保安責任者、消防設備点検資格者、海上起重作業管理技士、基礎施工士、1
級エクステリアプランナー、ジェットクラウド技士、第一種冷媒フロン取扱技術者、運動施設
施工技士、排水設備工事責任技術者、排水管工技能者

区分3：2，000円
作業主任者ガス溶接、コンクリート破砕器、ずい道等の覆工、ずい道等の掘削等、採石のため
の掘削、鋼橋架設等、コンクリート橋架設等、特定化学物質等、鉛、四アルキル鉛等、木材加
工用機械、地山の掘削、土止め支保工、型枠支保工の組立て等、足場の組立て等、建築物の鉄
骨の組立て等、木造建築物の組立て等、コンクリート造の工作物の解体等、酸素欠乏・硫化水
素危険、有機溶剤、石綿

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム

技
能
者
登
録
推
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

技
能
者
カ
ー
ド
を
申
請
し
た
後
は
「
登
録
補
助
申
請
」
を
組
合
へ

実
施
期
間

令
和
四
年
四
月
〜
六
月
末

対

象

右
記
期
間
内
に
詳
細
型
で
の
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

シ
ス
テ
ム
の
技
能
者
登
録
申
請
を
行
っ
た
組
合
員

申
請
方
法

各
支
部
窓
口
で
「
補
助
申
請
書
」
に
記
入
し
、
必
要

書
類
を
添
付
の
う
え
申
請

必
要
書
類

詳
細
型
で
の
登
録
申
請
が
確
認
で
き
る
書
類

（
次
の
い
ず
れ
か
）

①

払
込
受
領
書
【
受
付
印
が
四
月
一
日
〜
六
月
三

十
日
の
期
間
で
あ
る
こ
と
】

②

支
払
い
完
了
画
面
の
写
し

補
助
金
額

一
人
当
た
り

四
九
〇
〇
円

（
六
十
歳
以
上
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
申
請
の
場
合
は

四
四
〇
〇
円
）

※
令
和
四
年
三
月
以
前
に
技
能
者
登
録
を
さ
れ
た
方
は
本
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
対
象
外
。

※
簡
略
方
及
び
右
記
期
間
以
外
に
技
能
者
登
録
を
さ
れ
た
方
は
二

〇
〇
〇
円
を
補
助

※
四
月
よ
り
「
技
能
者
登
録
カ
ー
ド
の
写
し
」
は
登
録
完
了
後
に

カ
ー
ド
が
発
行
さ
れ
次
第
、
支
部
窓
口
へ
ご
提
出
い
た
だ
き
ま

す
。

二級建築施工管理技士対策講座受講生募集中‼
受講申込受付 4月より随時受付
講 習 場 所 長崎建設技術専門学院（095－861－9261）

大村建設技術専門学院（0957－53－8385）
講 習 期 間 令和4年7月中旬～11月上旬まで（33日間予定）
講 習 時 間 毎週3回予定 午後6時30分～9時まで
受 講 料 30，000円
講 習 内 容 建築一般Ⅰ・建築一般Ⅱ・安全管理・施工計画

品質管理・工程管理・法規Ⅰ・法規Ⅱ・実地全般
募 集 人 員 各校とも最低5名以上で実施
受 験 資 格 （実務経験） 高等学校（指定学科卒）3年以上

指定学科以外卒業後4年6ヶ月以上
実務経験者8年以上
大学・専門校により実務経験は異なります。
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令
和
四
年
度

賃
金
改
定
内
容

昨
年
五
月
に
賃
金
実
態
調
査
を
実
施
し
、
各
支
部
に
て
賃

金
に
つ
い
て
の
協
議
を
行
い
、
令
和
四
年
三
月
十
日
開
催
の

「
第
五
回
本
部
執
行
委
員
会
」
で
そ
の
方
針
を
決
定
し
ま
し

た
。
ま
た
、「
現
行
賃
金
」
と
し
て
い
た
名
称
を
「
基
本
賃

金
」
に
変
更
す
る
と
共
に
左
記
の
通
り
決
定
し
ま
し
た
。

一
、
基
本
賃
金
に
つ
い
て

一
万
八
五
〇
〇
円

二
、
実
施
時
期
に
つ
い
て

令
和
四
年
四
月
一
日
よ
り

※
現
状
の
基
本
給
に
法
定
福
利
費
分
や
諸
手
当
を
含
め
た
総

支
給
合
計
の
適
切
な
言
葉
と
し
て
「
現
行
賃
金
」
か
ら
「
基

本
賃
金
」
へ
名
称
を
変
更
し
ま
し
た
。

「公共工事設計労務単価」と「雇用に伴う必要経費」の関係

※下記は加重平均値を用いたイメージ図

「国土交通省資料」より

● 労働者本人が受け取るべき賃金を基に、日額換算値（所定内労働時間8時間）として労務単価を設定
⇒例えば、日給制の労働者が受け取る日当よりも広い概念。法定福利費も全額反映

● 労務単価には、事業主が負担すべき必要経費（法定福利費、安全管理費等）は含まれていない
● 事業主が下請代金に必要経費分を計上しない、又は下請代金から必要経費を値引くことは不当行為
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石綿（アスベスト）関連の規制強化の流れ（概要）

事前調査の流れ 事前調査結果 報告の流れ（電子報告システム）

解体・改修・各種設備工事の元請事業者・自主施工者の皆様へ

令和4年4月からアスベスト関連規制が更に強化され、
事前調査結果の報告が義務化されます！

gBizID https://gbiz-id.go.jp

石綿事前調査結果報告システム
https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp

詳しくは、石綿総合情報ポータルサイトをご覧ください‼
石綿障害予防規則の概要、法令改正の内容、建築物等の解体・改修工事
や石綿の分析に関するマニュアルなど、事業者、作業者、発注者それぞ
れに向けた情報を掲載しています。
また、事前調査者の講習機関、事前調査結果報告システムについても
こちらでご確認ください。

検 索石綿総合情報ポータルサイト

事前調査結果の報告の対象となる工事・規模基準
以下に該当する工事は報告が必要です。（石綿が無い場合も報告が必要です。）

報告対象となる範囲

解体部分の床面積の合計が80㎡以上

請負金額が税込100万円以上

請負金額が税込100万円以上

※1 建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更を加える工事であって、建築物の解体工
事以外のものをいい、リフォーム、修繕、各種設備工事、塗装や外壁補修等であって既存の躯体の一部の
除去・切断・破砕・研磨・穿孔（穴開け）等を伴うものを含みます。

※2 定期改修や、法令等に基づく開放検査等を行う際に補修や部品交換等を行う場合を含みます。
※3 報告対象となる工作物は以下のものです。（なお、事前調査自体は以下に限らず全て必要です。）

・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器、煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）
・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等の建築設備を除く）
・焼却設備、貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）
・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）、変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）
・トンネルの天井板、遮音壁、軽量盛土保護パネル
・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板

工事の種類

解体

改修（※1）

解体・改修（※2）

工事の対象

全ての建築物
（建築物に設ける建築設備を含む）

特定の工作物（※3）

（1974年5月30日 第3種郵便物認可） 第682号 2�建 設 長 崎毎月1回15日発行 2022年（令和4年）4月15日発行



令和7年3月31日

30日

登　録 登録取消届出書を提出した課税期間の翌課税期間から失効

登　録 登録取消届出書を提出した翌々課税期間から失効

令和8年3月31日

登録取消届出書

登録取消届出書

【例】個人事業者や12月決算の法人が、令和5年10月1日から登録を受ける場合

令和3年10月1日 令和5年3月31日

登録申請手続は

から可能です。
令和3年10月1日

登録申請の
受付開始

令和5年10月1日

適格請求書等
保存方式の開始

令和5年10月1日から登録を
受けるためには、原則として

までに登録申請手続きを行う必要があります。
令和5年3月31日

○インボイス制度とは
登録番号のほか、国が定めた一定の事項が記載された請求書（納品書、領収書、
レシート等これに類するもの）の保存と帳簿により消費税の仕入税額控除を行
う方式。
2023年（令和5）年10月1日から施行。
10月1日以降は、原則、登録事業者が交付した適格請求書の保存が仕入税額控
除の要件となります。
○適格請求書発行事業者とは
課税事業者で、所轄の税務署長に申請書を提出し、適格請求書を交付すること
のできる登録を受けた事業者。
※適格請求書発行事業者のみが適格請求書を交付できます。
POINT!
登録を受けていない事業者が適格請求書と誤認される恐れのある請求書等を交
付することは禁止されおり、違反した場合罰則の対象になります。
○登録番号について
法人事業者、「Ｔ」＋13桁の法人番号
個人事業者、「Ｔ」＋13桁の数字（※マイナンバーではない）

①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号
②取引年月日
③取引内容（軽減税率の対象品目である旨）
④税率ごとに合計した対価の額（税込み又は税抜き）及び適用税率
⑤税率ごとに区分した消費税額等
⑥書類の交付を受ける事業者の氏名また名称

☆経過措置
①令和5年10月1日を含む課税期間中に登録を受けた場合は、登録を受けた日
から課税事業者となることが可能です。

登録を受けるために登録申請手続を行います。
※この場合、「消費税課税事業者選択届出書」の提出は必要ありません。

※上記以外の課税期間について免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受
けるためには、登録申請手続を行うだけでなく、「消費税課税事業者選択届出
書」を提出する必要があります。

②簡易課税制度を選択する場合の届出書の提出
簡易課税制度は、課税期間の基準期間の課税売上高が5，000万円以下であり、
原則として、適用を受けようとする課税期間の初日の前日までに「消費税簡
易課税制度選択届出書」を提出している場合に適用することができます（簡
易課税制度の選択は任意です）
※ただし、免税事業者が令和5年10月1日の属する課税期間に適格請求書発
行事業者の登録を受け、登録を受けた日から課税事業者となる場合、その課
税期間から簡易課税制度の適用を受ける旨を記載した届出書をその課税期間
中に提出すれば、その課税期間から簡易課税制度を適用することができます。

【例】免税事業者が令和5年10月1日の属する課税期間に適格請求書発行事業者の登録を
受け、登録を受けた日から課税事業者となる場合

⬇
令和5年12月31日までに「簡易課税選択届出書」を提出する。
※ただし、簡易課税制度を選択した場合、2年間変更ができません。

○インボイス制度登録申請について
（登録は任意です）
適格請求書発行事業者になる（登録を受ける）には、「適格請求書発行事業
者の登録申請書」（以下「登録申請書」といいます）を提出し登録を受ける
必要があります。

POINT! 課税事業者でなければ登録を受けることはできません。
登録から申請までの流れ
①登録申請書の提出 ③登録及び講評・登録簿への登載
②税務署による審査 ④税務署からの通知

登録申請のスケジュール

○免税事業者の登録申請手続
「消費税課税事業者選択届出書」※を提出し、課税事業者を選択するととも
に、課税事業者となる課税期間の初日の前日から起算して1月前の日までに
登録申請手続を行う必要があります。
※原則として、課税事業者選択届出書を提出した課税期間の翌課税期間から、課税事業者となります。

【例】個人事業者や12月決算の法人が、課税事業者となる課税期間の初日である
令和6年1月1日から登録を受ける場合（通常の登録の場合）

⬇
消費税課税事業者選択届出書を提出するとともに、登録申請手続を令和5年11月30日までに行う。

※課税事業者となる課税期間の初日（令和6年1月1日）の前日（令和5年12月31日）か
ら起算して1月前の日

■ 適格請求書発行事業者の取りやめ及び失効
適格請求書発行事業者は、税務署長に「適格請求書発行事業者の登録の取消しを求める旨の
届出書」（登録取消届出書）を提出することにより、原則として、登録取消届出書を提出した
翌課税期間の初日に、適格請求書発行事業者の登録の効力を失わせることができます（登録取
りやめ）。
（注）登録取消届出書を提出した日の属する課税期間の末日から起算して30日前の日から、そ

の課税期間の末日までの間に提出した場合、その提出があった日の属する課税期間の翌々
課税期間の初日に登録の効力が失われます。

《登録の取りやめ》（例）3月決算法人の場合

≪適格請求書発行事業者の登録を受けた後の留意点≫
○ 基準期間の課税売上高が1，000万円以下でも、登録の効力が失われない限り、申告が必要です。
○ 以下のような公表事項に変更が生じた場合や、登録を失効させる場合には、一定の手続が必要です。

適格請求書等保存方式
（インボイス制度）

提出する届出書

適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書

適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書

適格請求書発行事業者の登録の取消しを求める旨の届出書※2
事業廃止届出書

合併による法人の消滅届出書

適格請求書発行事業者の死亡届出書

手続が必要な場合

次の事項に変更があった場合
・氏名又は名称
・（法人のみ）本店又は主たる事務所の所在地

適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）
申出書に記載した公表事項に変更があった場合
登録の取消しを求める場合※1
事業を廃止した場合

法人が合併により消滅した場合

個人事業者が死亡した場合※1

適格請求書の記載事項

適格請求書のイメージ

※1 令和5年10月1日以降提出することができます。
※2 「消費税課税事業者選択届出書」を提出した事業者が、免税事業者に戻るためには「消費税課税事業者選択不適用届出書」の提
出も必要となります。

○適格請求書発行事業者になった場合の留意点
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◆令和4年度 特定健診受診券の発送について（40歳以上の方が対象）
令和4年5月中旬頃に特定健診受診券の発送を予定しております。
同封書類
●特定健診受診券（ピンク色）
●質問票
●特定健診・巡回健診パンフレット
●実施医療機関一覧表
歯科健診申請書（令和4年6月より歯科健診が無料で受診できます）
○巡回健診申込書（※1 一部、日時に変更あり）
○返信用封筒（巡回健診申込書・職場で受診された健診結果等にご活用くだ
さい）

◆巡回健診日程変更のお知らせ
令和4年4月上旬頃に保険料の改定・巡回健診・ジェネリック医薬品に関す
るパンフレットを発送致しましたが、巡回健診日程に一部変更がございました
ので、お知らせ致します。（40歳以上の対象者につきましては、5月中旬頃に
特定健診受診券と一緒にもう一度同封をしています）
※7月10日（日）時津北部コミュニティセンターで実施予定でしたが、参議院
選挙会場となる見通しの為、10月2日（日）へ変更致します。

長長建建 国国保保かか ららののおお 知知ららせせ
◆長建国保では脳ドック補助事業を実施しています。
令和4年4月1日より補助金額が最大20，000円になりました。
●1．補助対象者
毎年4月1日現在で40歳以上の方
4月2日～翌年の3月31日までの期間に40歳に達した方につきましては、次年
度以降の対象となります。

●2．対象検査
医療機関において実施するMRI・MRA検査（自費診療）が対象となります。

●3．検査費用
検査費用が15，000円以上である場合に限り、1回につき※15，000円～20，000円
（最大）が補助となります。※自己負担金額によって補助金額が異なります。
また、補助につきましては、2年に1回限りとなります。
（例）令和4年5月受診の場合⇒令和6年4月より再度補助対象となります。

●4．補助対象人員
本年度は補助対象人員を60名とし、人員に到達次第、終了となります。
なお、申請者数によっては、所要の見直し等を行います。

●5．実施期間
令和4年4月1日受診分より

●6．申請方法
各所属事務所の窓口に脳ドック補助金申請書用紙がございますので、領収書（原
本）・印鑑をご持参の上、お手続きお願いいたします。
領収書（原本）は、受診者名、日付、医療機関名、金額、但し書きに明記され
ているものに限ります。（レシート不可）

●7．支払方法
申請書受付月の翌月15日（土日祝日の場合は次の平日）にご指定の金融機関に
送金する予定です。尚、支給決定（振込）通知は行いませんので、各自預金通
帳にてご確認下さい。

●8．申請期限
補助申請の期限は、領収書発行日（受診日）より1年とします。
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こんなときは手続きが必要です！
○家族が市町村国保から長建国保へ加入するとき
○家族が会社（社会保険）を退職し、長建国保へ加入するとき
○出産したとき
○長建国保を脱退するとき
○就職等で健康保険に加入したとき
○市町村国保に加入するとき
○被保険者が死亡したとき
○修学や介護等施設入所以外の理由で組合員世帯から転出したとき
○住所、氏名が変わったとき
○被保険者証を紛失、破損したとき
○修学のため自宅を離れる場合
○介護、福祉施設等に長期入所、（入園）する場合
○組合員が法人として事業を行うようになったとき
○保険料の賦課区分に変更が生じたとき
○40～65歳未満（介護第2号被保険者）で国が定める介護適用除外施設に入所するとき
※お手続きによっては提出していただく書類がございますので、ご不明な点は所属支部、
または長建国保までお問合せ下さい。

令和4年度 巡回健診日程表
会 場

時津北部コミュニティセンター

大村中央公民館
平戸文化センター
島原市有明文化会館
広田地区コミュニティセンター
相浦地区コミュニティセンター
諫早高城会館

実施予定日

（日）

（日）
（日）
（日）
（日）
（日）
（日）

7月10日から
⬇

10月2日へ変更
7月24日
8月7日
8月21日
9月4日
9月11日
9月25日

長崎県建設事業国民健康保険組合指定温泉一覧表
※規定料金が異なる場合がございます。各温泉施設までお問合せ下さい。

所在地
電話番号

長崎市曙町39‐38
095‐862‐5555

長崎市伊王島町1丁目3277‐7
095‐898‐2202

西彼杵郡長与町岡郷2762‐1
095‐887‐4126

西彼杵郡長与町高田郷284
095‐856‐2631

西彼杵郡長与町高田郷2289‐2
095‐856‐2617

令和4年2月末をもって閉館いたしました。

大村市森園町663‐3
0957‐50‐1126

雲仙市小浜町雲仙500‐1
0957‐73‐3273

雲仙市小浜町南本町10
0957‐74‐3141

諫早市飯盛町平古場279番地
0957‐28‐4141

東彼杵郡川棚町小串郷272
0956‐82‐2661

東彼杵郡川棚町小串郷237
0956‐82‐6868

佐世保市崎岡町853‐12
0956‐39‐4800

佐世保市南風崎町449
0956‐59‐3939

東彼杵郡波佐見町長野郷558‐3
0956‐76‐9008

佐世保市鹿町町土肥ノ浦169‐2
0956‐66‐2617

平戸市田平町野田免210‐6
0950‐57‐1110

（※1）毎月26日「風呂の日」は規定料金が半額となり、補助券の使用は出来ません。

利用者負担
（自己負担）

500円

400円

600円

400円

600円

700円

350円

400円

330円

400円

160円

250円

30円

0円

220円

300円

300円

600円

260円

400円

450円

360円
一律
300円

補助券の額
（温泉券利用）

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲420円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

差額は返金
されません。

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円

▲300円
▲300円
施設負担

割引料金
メンバーズカード提示

▲30円

▲100円

▲100円

▲100円

▲100円

－

－

▲100円

－

－

－

－

－

－

－

－

▲140円

－

－

－

－

規定料金

830円

800円

1，000円

800円

1，000円

1，000円

650円

800円

750円

700円

460円

550円

330円

209円

520円

600円

600円

900円

700円

700円

750円

660円

900円

平日料金
休日料金

平日

休日

平日

休日

雲仙市にお住いの方のみ
（保険証・運転免許証をご提示ください）
大人（60歳以上）［7：30～21：30］

平日

土・日・祝

温泉施設内
場所

ホテル側

しまかぜ

利用区分

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人（高校生以上）
［7：30～16：30］

大人
［16：30～21：30］

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人

大人

指定温泉名称

稲佐山温泉
アマンディ

i+Land nagasaki
（旧）やすらぎ伊王島

喜道庵

道の尾温泉

ゆりの温泉

天然温泉＆ホットヨガ
諫早もとの湯
サンスパ

おおむら ゆの華
メンバーズカード提示の有・
無に関わらず規定料金750円
から120円お安くなって630円
になっています。

青雲荘

小地獄温泉館

望洋荘
営業時間帯によって料金が異

なります。
詳しくは施設までお問い合わ

せ下さい。

いいもり月の丘

国民宿舎 くじゃく荘

川棚大崎温泉
しおさいの湯

ザ・パラダイスガーデンサセボ
（※1）Ｒ4．4．1 料金改正
ホテルローレライ ばってんの湯

（※1）

はさみ温泉
湯治楼

鹿町温泉 やすらぎ館
※令和3年5月1日より

平戸たびら温泉
サムソンホテル

消費税
10％

長
崎
・
西
彼
地
区

県
央
地
区

県
北
地
区

令和4年4月1日より指定温泉施設の入浴料金が変更となりました。

入浴料金800円➡900円ザ・パラダイスガーデンサセボ
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